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租税行政法 Law 38/2019/QH14及び 
Decree 126/2020/ND-CPのガイダンスである
Circular 80/2021/TT-BTCの発行

2021年9月29日、財政省は租税行政法 Law 38/2019/QH14及びDecree 126/2020/ND-CP（以下
「Decree126」）の実施に関する詳細ガイダンスとしてCircular 80/2021/TT-BTC（以下「Circular 
80」）を発行しました。Circular 80とDecree 126によって導入された納税額の配分方法、税務申
告及び税務管理に関する注目すべき変更点は以下のとおりです。
1. 集中会計方式を採用している納税者が、本社所在地とは異なる省に従属する営業拠点を有
する場合の納税額の配分について
Circular 80 によると、集中会計方式を採用している納税者が、本社所在地以外の省で業務や事業活動
を行っている場合、税務申告は本社所在地のみで行われます。一方、納税は事業を行っている各省に
配分されます。具体的には以下のとおりです。

– 付加価値税（VAT）及び法人税（CIT）に関しては、以下のケースに該当する場合に配分されます。
■ 従属支店
■ 電子宝くじ事業
■ 不動産の譲渡
■ 建設活動（VATのみ適用）
■ 複数の省に所在する水力発電所

– Circular 80 では、上記の各ケースにおける税金の配分方法や、予定申告または確定申告の税額の
計算方法などが詳細に規定されています。

– 特に、税優遇対象の事業活動の場合は、配分すべきCITの支払額は、費用の比率でなく、事業の業
績及び税優遇スキームに基づいて計算しなければなりません。

– 従業員の給与所得に対する個人所得税（PIT）に関して、本社とは異なる省に所在する従属支店
や駐在員事務所で働く従業員に対する従業員の給与所得に対するPITは 以下のように配分され
ます。

– 各省に配分されるPITは、該当する従業員が実際に源泉徴収されたPITに基づきます。
– 従業員が転勤、交代、出向した場合、PITは給与支給日に従業員が働いている省に配分されます。
– 各省に配分されたPITは、PITの確定申告で調整する必要がありません。

2. 税務申告及び確定申告に関する変更点
– 課税対象とならない収入のみを得ている場合は、申告は不要になります。
– 提出された書類に修正項目があるものの税債務（納税額）の変更がない場合、修正の説明書類及

びそれに関するサポート書類の提出のみが必要になります。修正した申告書類を提出する必要は
ありません。
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– 還付される予定のVAT金額を増加するためのVAT申告の修正は、次の課税期間の申告書が未提出
であり、還付申請書が未提出の場合のみ許可されます。

– 通常、PITの申告は月次ベースで行われます。ただし、四半期ごとのVAT申告が可能な企業の場合
は、四半期ごとにPITを申告することが可能です。

– VATとPITの申告は、月次または四半期で申告できますが、暦年を通じて一貫していなければなり
ません。以前は、暦年及び3年ごとに継続した申告が求められました。

– 納税者が既に税務確定申告書を提出している場合、その後の修正は、税務確定申告書のみに反映
されます。ただし、会社のタックスコードでPITを確定申告した場合、納税者は年次確定申告の修正
に加えて、エラーまたは不足のある月次・四半期の個人所得税申告書を修正する必要があります。

– 資本譲渡によるPITは、取引ごとに申告しなければなりません。納税義務が発生した日から10日
以内に申告・納付することが求められます。以前は、納税期限は税務当局からの通知に従ってい
ました。

– 企業・駐在員事務所等は、次のような収入を得ている個人に代わってPITを源泉徴収し、申告しな
ければなりません。
■ 配当を有価証券で受け取る個人
■ 株主であり賞与を有価証券で受け取る個人
■ 配当を追加出資金に変換する個人
■ 不動産、株式、証券などで現物出資した個人

– 税金の申告と支払いは、個人が有価証券を譲渡する時点、、資本（出資）を譲渡する時点、もしくは
資本金を引き出す時点で行われます。以前は、PITの申告と納付義務は、該当する所得を得ている
個人に課されていました。

3. 二国間租税条約（DTA）または国際条約（IT）による免税申請
旧租税行政法では、DTAやITに基づく免税申請は、自己責任での自己申告制でした。納税者からの申
請書を受け取った時に税務当局は、免税の適格性に関する決定や通知を行いませんでした。Circular
80では税務当局は、納税者がDTAやその他のITに基づく免税措置を受けることができるかどうかにつ
いて、30日または40日（明確な調査が必要な場合）以内に書面による通知を発行します。

Circular 80 は、2022 年 1月1日から有効となり、Circular 156/2013/TT-BTCを含む7 つの租税行政通達
及び他の14個の通達のいくつかの条項が無効になります。Circular 80で規定される税務申告書のフォ
ームは、2022年1月1日の税務期間から適用されます。また、このフォームは2021年度の確定申告にも
適用されます。

また、一般の租税行政に関するガイダンスの他に、このCircularでは、ベトナムに恒久的施設を持
たないサプライヤーで電子商取引やデジタルベースのビジネスを行い、ベトナムで収入を得てい
る海外サプライヤーの租税行政に関する重要なガイドラインを別の章で規定しました。

海外サプライヤーのEコマースやデジタル取引に対する課税に関する、注目すべきガイダンスを以
下にまとめました。

4. Eコマース及びデジタル事業活動の定義
– E-コマース活動」とは、インターネット、モバイル通信ネットワーク、その他のオープンなネットワーク

に接続された電子的手段により、商業活動の一部または全部のプロセスを行うことをいいます。

– 「デジタル事業活動」とは、事業体がデジタルシステムを介して顧客とつながることで事業活動を
行い、すべての活動がデジタル環境で行われることをいいます。
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5. 税務登録、申告及び納税
– 税務総局（GDT）は海外サプライヤーのEコマースやデジタルビジネスに対する課税を行う機関に

なります。
– 海外サプライヤーの税務登録は必須ではありません。海外サプライヤーは、ベトナムからの収入に

対する税金を申告・納付するために、任意で税務登録することになります。
– 海外サプライヤーが税務登録を希望する場合は、GDTのEポータルを利用して登録、申告、納税を

行うことができます。
– 税務登録された海外サプライヤーは、ベトナムでのEコマースやデジタル取引から発生する所得に

対して、四半期ごとに適用される税金を申告・納付する必要があります。
– 海外のサプライヤーが行う企業間のEコマース（B2B）やデジタル取引について、ベトナムでの自己

申告及び納税を選択・登録しない場合は、外国契約者税（FCT）の規定に従って、取引先のベトナム
組織が海外サプライヤーに代わって、税金を申告・源泉徴収し、税務当局への納税を行う責任があ
ります。

– 海外のサプライヤーが行う対消費者（B2C）のEコマース及びデジタル取引について、ベトナムでの
自己申告及び納税を選択・登録しない場合は、ベトナムの商業銀行またはベトナムの決済仲介業
者が海外サプライヤーに代わって、月次ベースで税金を申告・源泉徴収し、税務当局に納税しなけ
ればなりません。

6. 税金の計算
– 適用されるみなし税率は、海外サプライヤーが行う事業活動の種類やサービス料金の性質によっ

て異なります。対象となる事業活動の種類ごとに、適用されるみなし税率を個別に決定できない場
合には最も高いみなし税率が適用されます。

7. 租税条約
– Circular 80では、一般的に、ベトナムとの二重課税回避協定を締結している国や地域の海外サプラ

イヤーは、租税条約による免除や適用を受けることができると規定しています。二重課税回避協定
を締結している国・地域の海外サプライヤーは、このCircular80の第62条に規定されている手続を
行うことで、租税条約による免除または減税を申請することができます。しかし、Circular80の第62
条は、海外のサプライヤーのB2C取引方式でのEコマースやデジタル取引から得た所得に関して、
具体的な手続を定めていません。

8. 商業銀行と決済仲介業者のための検討事項
– 税務登録していない海外サプライヤーが行うB2C取引に関する商業銀行及び支払仲介業者の源

泉徴収義務については、GDTはすべての商業銀行または支払仲介業者の本社に、税務登録してい
ない海外サプライヤーの名前とHPを通知します。商業銀行や決済仲介業者の本社は、それぞれの
支店に情報を提供し、B2C取引から源泉徴収するように指示しなければなりません。

– カード決済またはその他の支払方式などにより、商業銀行及び決済仲介業者が税務登録していな
い海外サプライヤーに代わって適用される税金を源泉徴収できない場合には 、商業銀行及び決済
仲介業者は、税務登録していない海外サプライヤーへの送金額を監視し、毎月10日までにGDTに
報告する責任を負うものとします。

– 商業銀行及び決済仲介業者の源泉徴収及び報告義務は、GDTが本社に書面による通知を送付し
た時点から開始されます。

ご不明な点がございましたら、お気軽にお問い合わせください。
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